


ま え が き

この 山口県の財政 は、県民の皆様方に県財政の現況をお知ら

せすることにより、県財政の実態と主要施策について御理解をいた

だき、県勢の 層の発展について御協力をお願いするため、毎年

月と 月の 回、定期的に公表しているものです。

今回は、平成 年 月及び 月の定例県議会における補正予算の

状況、平成 年度決算の状況並びに公営企業の業務の状況について、

その概要を報告いたします。

平成 年 月 日

山口県知事 井 関 成
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第 平成 年度補正予算の状況

般 会 計

平成 年度の政府の経済財政運営については、 成長なくして日本の未来なし の理念の下、 戦後

レジームからの新たな船出 を行うため、イノベーションの力とオープンな姿勢により、今後 年間

程度で 新成長経済への移行期 を完了するものとし、その初年度である平成 年度においては、 創

造と成長 の実現を図るとの方針の下で、成長力強化に向けた改革を加速・深化させるとともに、併

せて地域経済の活性化や再チャレンジ可能な社会を目指すための取組みを協力に推進する。 成長な

くして財政再建なし の理念の下、成長力強化を図りつつ、車の両輪である行財政改革を断行するこ

ととしています。

平成 年度の経済見通しとしては、世界経済の着実な回復が続く下、企業部門・家計部門ともに改

善が続き、改革の加速・深化と政府・日本銀行の 体となった取組み等により、物価の安定の下での

自律的・持続的な経済成長が実現し、国内総生産の実質成長率は、 ％程度になると見込まれてい

ます。

国の予算編成においては、平成 年度に国と地方の基礎的財政収支を確実に黒字化するとともに、

簡素で効率的な政府を実現するため、これまでの財政健全化の努力を継続し、歳出改革路線を強化す

る こととされ、 行政のスリム化・効率化を 層徹底し、総人件費改革や特別会計改革、資産・債

務改革等について適切に予算に反映させる こととされています。

また、平成 年度の地方財政計画は、歳出面においては、国の歳出予算と歩を にして、見直すこ

ととし、定員の純減や給与構造改革等による給与関係経費の抑制や地方単独事業費の抑制を図り、こ

れらを通じて、地方財政計画の規模の抑制に努めることにより、財源不足額の圧縮を図ることとする

方、地方交付税の現行法定率を堅持しつつ安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の 般

財源の総額を確保することを基本として、策定されたところです。

こうした中、本県の平成 年度当初予算は、厳しい財政状況の中、選択と集中の視点に立って、重

点施策等へ集中的に予算を配分する 政策課題への的確な対応 と、財政改革の取組みをさらに徹底

し、確実にその成果を上げる 財政改革の更なる推進 を つを基本方針として、編成を行っていま

す。

当初予算の内容については、前回の 山口県の財政 （平成 年 月）で、その概要について説明

していますので省略し、その後の予算編成について、その概要を説明します。

◎ 補正予算の概要

○ 月補正予算について

当面緊急を要する債務負担行為に限り補正を行いました。

○ 月補正予算について

月に発生した新潟県中越沖地震を教訓に、災害時の要援護者への対応を的確に実施するため

のガイドラインの充実、災害救助物資の調達・輸送方法等に係るマニュアルの作成、備蓄情報の

データベース化等の地震防災対策のほか、美祢社会復帰促進センターと連携した竹製品製造のた

めの施設整備費、国の内示確定に伴う補助公共事業の追加計上など、緊急を要する経費について、

（ ）は じ め に



（ ）歳 入 予 算

予算の補正を行いました。

本年度の 月補正における歳入予算の補正状況は、第 表のとおりです。

月補正については、補助公共事業等に充当する国庫支出金 億 万 千円のほか、県債 億

万円、繰越金 億 万 千円が補正の主なものです。

以上の結果、 月補正後における歳入予算の状況は、第 表及び第 図のとおりとなっています。

これを 般財源対特定財源の比率で見ますと、 ％対 ％となり、当初予算時の割合（ ％

対 ％）に比べ 般財源の比率が若干落ちています。

また、自主財源と依存財源という観点から見ると、 ％対 ％（当初予算時の割合： ％対

％）となり、自主財源の割合が若干落ちています。

般会計歳入予算構成比の状況



科 目
当 初 月定例会

補 正 額

現 計

予 算 額 構成比 予 算 額 構成比

県 税
地方消費税清算
金
地 方 譲 与 税

地方特例交付金

地 方 交 付 税
交通安全対策特
別交付金
分担金及び負担
金
使用料及び手数
料
国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 付 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 債

％ ％

歳 入 合 計

財

源

区

分

般 財 源

特 定 財 源

自 主 財 源

依 存 財 源



地 方 消 費 税
都道府県清算後







普 通 交 付 税 の 推 移

年度





（ ）歳 出 予 算



般会計予算目的別内訳



般会計予算性質別内訳



ア 投資的経費の状況



特 別 会 計

特別会計の 月定例会における補正は行っておりません。

当初（現計）予算額の状況は、第 表のとおりであります。



第 平成 年度決算の状況

平成 年度決算の背景



ア 決 算 規 模

イ 決 算 収 支

決算の概況

（ ） 般 会 計

ウ 歳 入





県税、地方交付税、国庫支出金の歳入総額に占める構成比の推移

平成 年度歳入決算の構成状況





エ 歳 出





平成 年度 般会計歳出決算の状況

オ む す び









歳 入 総 額 （ ） 万 円

平成 年度県民 人当たりの歳入歳出決算額の状況

（県民人口：平成 年国勢調査人口 人）

《歳入の内訳》

県 税 等 地方交付税等

国 庫 支 出 金 県 債

諸 収 入 基金等繰入金

使用料 手数料 そ の 他

県 税 等 地方交付税等

国 庫 支 出 金 県 債

諸 収 入 基金等繰入金

使用料 手数料 そ の 他

（単位 円）

※その他：繰越金、分担金・負担金、寄付金、財産収入

《歳出の内訳》

教 育 費 土 木 費

公 債 費 商工・労働費

民 生 費 農林水産業費

総 務 費 警 察 費

衛 生 費 そ の 他

教 育 費 土 木 費

公 債 費 商工・労働費

民 生 費 農林水産業費

総 務 費 警 察 費

衛 生 費 そ の 他

（単位 円）

※その他：諸支出金、災害復旧費、議会費

《県民 人当たりの県債残高》 万 円（平成 年度末）

歳 出 総 額 （ ） 万 円

実質収支（純剰余金）は、基金への積立や翌年度の財源として活用します。

（ 般会計決算）

歳入歳出差引 （ ） 円
翌年度に繰り越した
事業の財源とする額 （ ） 円

実 質 収 支 （ ） 円



（ ）特 別 会 計



第 県 有 財 産 の 状 況



動 産

物 権

無体財産権

有 価 証 券

出資による権利



基 金 （単位 千円）



第 県債の状況

平成 年度末の県債現在高は、臨時財政対策債の増等により、前年度末現在高に比べ 億 万

千円（ ％）増の 兆 億 万 千円となります。

県債残高のうち臨時財政対策債や減税補てん債など、国の財源対策に伴い、地方交付税の振り替え

として特別に措置された地方債とそれ以外の通常の地方債の推移は第 図のとおりです。

また、会計別及び目的別の現在高は、 表のとおりです。

第 図 県債現在高の推移（ 般会計）

年度末 年度末 年度末

特別債残高

通常債残高

年度 年度末 年度末 年度末

億円

年度末 年度末 年度末 年度末





第 公営企業の業務の状況

ア 業務の概要

電 気 事 業

（ ）平成 年度上半期の業務の状況





イ 経理の状況





ア 業務の概要

（ ）平成 年度の決算の状況



イ 経理の状況





平 成 年 度 収 支 覧 表



工業用水道事業

ア 業務の概要

平成 年度上半期の工業用水の供給は、 部地域での自主節水を除いては、安定的に給水すること

ができました。

上半期における事業収支は、

事 業 収 益 億 万 千円

事 業 費 用 億 万 千円

当 期 純 利 益 億 万 千円

となりました。

（ ）平成 年度上半期の業務の状況

イ 経理の状況





ア 業務の概要

平成 年度は、減量などにより営業収益は前年度比 億 万 千円減の 億 万 千円とな

りました。

この結果、事業収支は、収入 億 万 千円、支出 億 万 千円となり、当年度純利益

億 万 千円となりました。

なお、前年度からの未処分利益剰余金を当年度において全額処分していることから、当年度純利益

億 万 千円がそのまま当年度の未処分利益剰余金となりました。

（ ）平成 年度の決算の状況



イ 経理の状況





平 成 年 度 収 支 覧 表



ア 業務の概要

総合医療センター事業

（ ）平成 年度上半期の業務の状況



イ 経理の状況



資 産 の 部

負 債 の 部





ア 業務の概要

（ ）平成 年度の決算の状況

イ 主要な工事の状況（ 件 千円以上）

保存工事の概要

該当なし

工 事 名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日 備 考

本館棟改修工事 円

本館棟改修電気設備工事

本館棟改修機械設備工事

低圧配電盤改修工事

昇降機設備改修工事第 工区

昇降機設備改修工事第 工区

中央手術部空調設備改修工事第 工区

中央手術部空調設備改修工事第 工区



ウ 業 務 量

エ 会 計





オ 経理の状況





資 本 の 部



ア 業務の概要

こころの医療センター事業

（ ）平成 年度上半期の業務の状況



イ 経理の状況







イ 主要な工事の状況（ 件 千円以上）

ア 業務の概要

（ ）平成 年度の決算の状況

工 事 名 本年度工事費 着工年月日 竣工年月日 備 考

病棟新築工事

発電機設備工事

昇降機設備工事

機械設備工事

電気設備工事

汚水処理施設設備工事

工事監理委託

排水路整備工事



エ 会 計

ウ 業 務 量



オ 経理の状況







（参 考）

○ 山口県の財政指標

財政力指数

財政力指数の推移」

経常収支比率

経常収支比率の推移」

本県 全国平均

本県 全国平均

（％）

年度

（％）

年度



実質公債費比率
地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公

債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費負担額（普通交

付税が措置されているものを除く）に充当されたものの占める割合の前 年度の平均値のことです。

平成 年度からの地方債許可制から協議制への移行に伴い、これまでの起債制限比率では反映され

なかった公債費に準ずるものを含め、公債費に係る財政負担の実態を客観的に示す指標として導入さ

れました。

地方債協議制のもとで、実質公債費比率が ％以上となる団体は、地方債の発行に際し、許可が必

要となります。

「実質公債費比率」

（参考） 「起債制限比率の推移」

本県 全国平均

（％）

年度

「実質公債費比率の推移」

本県 全国平均

（％）

年度



バランスシートと行政コスト計算書

バランスシート（普通会計）

行政コスト計算書（普通会計）

単位：億円） 単位：億円）



バランスシート（県全体）

連結バランスシート

作成の目的

県全体のバランスシートに加え、県と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結

したバランスシートを新たに作成、公表することにより、その資産及び負債等の全体像を把握し、

財政の透明性の 層の向上や県民に対するより分かりやすい説明に資することとします。

作成の基準

総務省の「地方公共団体の連結バランスシート（試案）について」（平成 年 月）で示された

作成マニュアルに基づき作成しました。

連結の対象範囲

県の事務事業と密接な関連を有する業務を行っている地方 公社及び第 セクター（県の出資比

率 ％以上）を対象としました。

具体的な法人は、山口県連結バランスシート〔試案〕に掲げたとおりです。

作成の基準日

平成 年 月 日を基準としますが、出納整理期間の普通会計と対象団体との現金の受払い等に

ついては、基準日には終了しているものとして調整を行っています。

会計基準

それぞれ固有の会計基準に基づいて、法人が作成しているバランスシートを基礎として、連結を

行っています。

各会計間の相殺消去等の調整

全体像をより正確に表すため、県から法人への出資金など連結する各会計間の取引を、相殺等を

行って調整し、調整後の純計を示すようにしています。



山口県のバランスシート（普通会計）



県民 人当たりのバランスシート（普通会計）



山
口
県
の
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
（
自
平
成

年
月
日
至
平
成
年
月
日
）（
普
通
会
計
）

【
行
政
コ
ス
ト
】

区
分

総
額
（
構
成
比
率
）
議
会
費

総
務
費

民
生
費

衛
生
費

労
働
費

農
林
水
産
業
費

商
工
費

土
木
費

警
察
費

教
育
費

災
害
復
旧
費

公
債
費

諸
支
出
金
不
納
欠
損
額

人 に か か る コ ス ト

人
件
費

退
職
給
与
引
当
金
繰
入
等

小
計

物 に か か る コ ス ト

物
件
費

維
持
補
修
費

減
価
償
却
費

小
計

移 転 支 出 的 な コ ス ト

扶
助
費

補
助
費
等

繰
出
金

普
通
建
設
事
業
費

（
他
団
体
等
へ
の
補
助
金
等
）

小
計

そ の 他 の コ ス ト

災
害
復
旧
事
業
費

失
業
対
策
事
業
費

公
債
費（
利
子
の
み
）

債
務
負
担
行
為
繰
入

不
納
欠
損
額

小
計

行
政
コ
ス
ト

（
構
成
比
率
）

【
収
入
項
目
】

※
「
使
用
料
・
手
数
料
等
」
…
分
担
金
及
び
負
担
金
、
使
用
料
、
手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
付
金
、
繰
入
金
、
諸
収
入

※
「
般
財
源
」
…
地
方
税
、
地
方
譲
与
税
、
地
方
特
例
交
付
金
、
地
方
交
付
税
、
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金



山
口
県
の
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
（
自
平
成

年
月
日
至
平
成
年
月
日
）（
県
民

人
当
た
り
）（
普
通
会
計
）

【
行
政
コ
ス
ト
】

区
分

総
額
（
構
成
比
率
）
議
会
費

総
務
費

民
生
費

衛
生
費

労
働
費

農
林
水
産
業
費

商
工
費

土
木
費

警
察
費

教
育
費

災
害
復
旧
費

公
債
費

諸
支
出
金
不
納
欠
損
額

人 に か か る コ ス ト

人
件
費

物 に か か る コ ス ト 移 転 支 出 的 な コ ス ト

繰
出
金

そ の 他 の コ ス ト
不
納
欠
損
額

小
計

行
政
コ
ス
ト

（
構
成
比
率
）

【
収
入
項
目
】

※
「
使
用
料
・
手
数
料
等
」
…
分
担
金
及
び
負
担
金
、
使
用
料
、
手
数
料
、
財
産
収
入
、
寄
付
金
、
繰
入
金
、
諸
収
入

※
「
般
財
源
」
…
地
方
税
、
地
方
譲
与
税
、
地
方
特
例
交
付
金
、
地
方
交
付
税
、
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金



山
口
県
全
体
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
（
平
成

年
月
日
現
在
）

（
単
位
百
万
円
）



山
口
県
連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
〔
試
案
〕（
平
成

年
月
日
現
在
）

地
方
公
共
団
体

地
方
独
立
行
政

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

（
合
計
）

＋
＋

調
整

調
整
後

（
＋
＋
＋
）

公
立
大
学
法

人
山
口
県
立

大
学

（
合
計
）

公
営
企
業
会
計

収
益
事
業
会
計

工
業
用
水
道

電
気
事
業

病
院
事
業

港
湾
整
備
事
業

市
場
事
業

臨
海
土
地
造
成
事
業
流
域
下
水
道
事
業

特定
環境

保全
公共

下水
道
（
小
計
）

宝
く
じ
事
業

（
小
計
）

〔
資
産
の
部
〕

．
有
形
固
定
資
産

地
方
公
共
団
体

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

地
方
公
共
団
体
計

関
係
団
体

部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

地
方
独
立
行
政
法
人

地
方
公
社

第
セ
ク
タ
ー

関
係
団
体
計

有
形
固
定
資
産
合
計

．
投
資
等

投
資
及
び
出
資
金

貸
付
金

基
金

退
職
手
当
組
合
積
立
金

そ
の
他

投
資
等
合
計

．
流
動
資
産

現
金
・
預
金

未
収
金

そ
の
他

流
動
資
産
合
計

．
繰
延
資
産

資
産

合
計

※
こ
の
連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、山
口
県
と
連
携
協
力
し
て
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
実
施
し
て
い
る
関
係
団
体
を
連
結
し
て
つ
の
行
政
主
体
と
見
な
し
て
作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、関
係
団
体
の
資
産
及
び
負
債
等
が
山
口
県
に
帰
属
す
る
も
の
で
は
な
い
点
に
ご
留
意
く
だ
さ
い
。

〔
負
債
の
部
〕

．
固
定
負
債

地
方
公
共
団
体

普
通
会
計
債

公
営
企
業
債

地
方
公
共
団
体
計

関
係
団
体

部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
地
方
債

地
方
独
立
行
政
法
人
長
期
借
入
金

地
方
公
社
長
期
借
入
金

第
セ
ク
タ
ー
長
期
借
入
金

関
係
団
体
計

責
務
負
担
行
為

引
当
金

（
う
ち
退
職
給
与
引
当
金
）

（
そ
の
他
の
引
当
金
）

そ
の
他

（
う
ち
他
会
計
借
入
金
）

固
定
負
債
合
計

．
流
動
負
債

翌
年
度
償
還
予
定
額

地
方
公
共
団
体

関
係
団
体

翌
年
度
償
還
予
定
額
計

翌
年
度
繰
上
充
用
金

そ
の
他

（
う
ち
他
会
計
借
入
金
翌
年
度
償
還
予
定
額
）

流
動
負
債
合
計

負
債

合
計

〔
資
産
・
負
債
差
額
の
部
〕

資
産
・
負
債
差
額
合
計

負
債
及
び
資
産
・
負
債
差
額
合
計



山
口
県
連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
〔
試
案
〕（
平
成

年
月
日
現
在
）

地
方
公
社

第
セ
ク
タ
ー

山
口
県
土
地

開
発
公
社

山
口
県
住
宅

供
給
公
社

山
口
県
道
路

公
社

（
合
計
）

民
法
法
人

山
口
県
文

化
振
興
財
団

や
ま
ぐ
ち

女
性
財
団

山
口
県
健

康
福
祉
財
団

や
ま
ぐ
ち

森
林
担
い
手

財
団

山
口
県
国

際
総
合
セ
ン

タ
ー

や
ま
ぐ
ち

産
業
振
興
財

団

山
口
県
施

設
管
理
財
団

や
ま
ぐ
ち

県
民
活
動
き

ら
め
き
財
団

山
口
県
国

際
交
流
協
会

山
口
県
建

設
技
術
セ
ン

タ
ー

山
口
県
振

興
財
団

や
ま
ぐ
ち

農
林
振
興
公

社

山
口
県
暴

力
追
放
県
民

会
議

〔
資
産
の
部
〕

．
有
形
固
定
資
産

地
方
公
共
団
体

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

地
方
公
共
団
体
計

関
係
団
体

部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

地
方
独
立
行
政
法
人

地
方
公
社

第
セ
ク
タ
ー

関
係
団
体
計

有
形
固
定
資
産
合
計

．
投
資
等

投
資
及
び
出
資
金

貸
付
金

基
金

退
職
手
当
組
合
積
立
金

そ
の
他

投
資
等
合
計

．
流
動
資
産

現
金
・
預
金

未
収
金

そ
の
他

流
動
資
産
合
計

．
繰
延
資
産

資
産

合
計

〔
負
債
の
部
〕

．
固
定
負
債

地
方
公
共
団
体

普
通
会
計
債

公
営
企
業
債

地
方
公
共
団
体
計

関
係
団
体

部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
地
方
債

地
方
独
立
行
政
法
人
長
期
借
入
金

地
方
公
社
長
期
借
入
金

第
セ
ク
タ
ー
長
期
借
入
金

関
係
団
体
計



山
口
県
連
結
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
〔
試
案
〕（
平
成

年
月
日
現
在
）

第
セ
ク
タ
ー

単
純
合
計

＋
＋
＋

調
整

調
整
後

（
＋
＋

＋
）

民
法
法
人

商
法
法
人

（
合
計
）

（
＋
）

や
ま
ぐ
ち
角

膜
・
腎
臓
等
複

合
バ
ン
ク

山
口
県
青
果

物
生
産
出
荷
安

定
基
金
協
会

無
角
和
種

振
興
公
社

山
口
県
栽

培
漁
業
公
社

（
小
計
）

山
口
県
流
通

セ
ン
タ
ー

山
口
宇
部
空

港
ビ
ル

（
小
計
）

〔
資
産
の
部
〕

．
有
形
固
定
資
産

地
方
公
共
団
体

普
通
会
計

公
営
事
業
会
計

地
方
公
共
団
体
計

関
係
団
体

部
事
務
組
合
・
広
域
連
合

地
方
独
立
行
政
法
人

地
方
公
社

第
セ
ク
タ
ー

関
係
団
体

有
形
固
定
資
産
合
計

．
投
資
等

投
資
及
び
出
資
金

貸
付
金

基
金

退
職
手
当
組
合
積
立
金

そ
の
他

投
資
等
合
計

．
流
動
資
産

現
金
・
預
金

未
収
金

そ
の
他

流
動
資
産
合
計

．
繰
延
資
産

資
産

合
計

〔
負
債
の
部
〕

．
固
定
負
債

地
方
公
共
団
体

普
通
会
計
債

公
営
企
業
債

地
方
公
共
団
体
計

関
係
団
体

部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
地
方
債

地
方
独
立
行
政
法
人
長
期
借
入
金

地
方
公
社
長
期
借
入
金

第
セ
ク
タ
ー
長
期
借
入
金

関
係
団
体
計

債
務
負
担
行
為

引
当
金

（
う
ち
退
職
給
与
引
当
金
）

（
そ
の
他
の
引
当
金
）

そ
の
他

（
う
ち
他
会
計
借
入
金
）

固
定
負
債
合
計

．
流
動
負
債

翌
年
度
償
還
予
定
額

地
方
公
共
団
体

関
係
団
体

翌
年
度
償
還
予
定
額
計

翌
年
度
繰
上
充
用
金

そ
の
他

（
う
ち
他
会
計
借
入
金
翌
年
度
償
還
予
定
額
）

流
動
負
債
合
計

負
債

合
計

〔
資
産
・
負
債
差
額
の
部
〕

資
産
・
負
債
差
額
合
計

負
債
及
び
資
産
・
負
債
差
額
合
計
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